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交通事故の現状

舗装、ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ、
歩道橋等の整備

走行台数
の続伸

ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ
着用向上等

事故ﾃﾞｰﾀによる
集中的対策

S45～S55

■交通事故死者数・死傷者数の推移
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１）交通事故死者数等の推移

交通事故死者数は、ピーク時の1/4以下にまで減少したが、昨年は増加

S56～H3 H4～H15 H15～

・死者数
H27：4,117人
（H26年比+4人）
・高齢者死者数
H27：2,247人
（H26年比+54人）

第二次
交通戦争

第一次
交通戦争



交通事故の現状
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■第一次交通戦争との闘い～昭和30年代以降昭和50年代前半までの交通警察行政
【交通情勢】 【交通安全施設等の整備】

【対策の効果】

昭和30年代以降の自動車交通の急成長に伴い、
交通事故の発生が急増し、交通事故死者数が
日清戦争での日本の戦死者(17,282人/2年)を
上回る勢いで増加したことから、この状況は一種の
「戦争状態」であるとして、「交通戦争」と呼ばれた。

出典：H17警察白書新聞記事(読売新聞)

【安全教育】



交通事故の現状
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■第二次交通戦争との闘い～昭和50年代半ば以降の交通警察行政
【交通情勢】 【運転者教育の充実】

【対策の効果】

出典：H17警察白書

【悪質・危険運転者対策の強化】

【運転免許制度の充実】

【被害軽減対策】

・免許更新時講習見直し
・違反初心運転者特別講習制度導入
・路上での自動車等運転実習取り入れ
・危険予測能力等の講習受講制度導入

・初心運転者期間制度導
・優良運転者優遇措置

・ヘルメット・座席ベルト着用義務化
・応急救護処置講習受講義務化
・チャイルドシート義務化

・最高速度違反や飲酒運転の様な死亡事故につながりやすい
悪質・危険な運転行為に対して取締り強化、罰則引上げ等



交通事故の現状

5

２）諸外国との比較

Ｇ７各国の中で、日本は自動車乗車中の人口あたり死者数は最も少な
いが、歩行中・自転車乗車中は最下位

■人口１０万人あたり死者数



交通事故の現状

出典）交通事故データ（平成26年）、調査不能を除く
6

３）歩行中・自転車乗車中の死者の特徴

日本の交通事故死者の約半数は、歩行中・自転車乗車中に発生
歩行中・自転車乗車中死者の約半数は、自宅から500m以内で発生

■自宅からの距離別死者数（歩行者・自転車）



交通事故の現状
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４）近年の事故発生状況（通学路）
発生日 場所 概要 原因

平成24年
4月23日

京都府
亀岡市

登校中の児童と引率の保護者の列に軽自動車が突っ込み、
3人が死亡、7人が重軽傷

遊び疲れと睡眠不足による
居眠り運転（無免許）

平成24年
5月14日

大阪府
大阪市

学童保育施設に向かう児童４人の列に乗用車が突っ込み、
小１女児が死亡

前方不注意

平成25年
9月24日

京都府
八幡市

集団登校の児童の列に乗用車が突っ込み、児童５人が重軽傷
ハンドルの操作ミス
（危険運転致傷罪（制御困難
な高速度での運転）不成立）

平成26年
9月17日

東京都
世田谷区

下校中の児童に軽トラックが突っ込み、小３女児１人が死亡、
２人重軽傷

前方不注意

平成28年
3月3日

群馬県
高崎市

乗用車が集団登校中の児童の列に突っ込み、男児１人が死亡、
１人が軽傷

運転操作の誤り（アクセルと
ブレーキの踏み間違え）
※運転者：73歳

平成28年
10月26日

愛知県
一宮市

信号のない交差点にブレーキを踏まずに突っ込み、横断歩道を
渡っていた下校中の男児１人が死亡

ポケモンGO操作による前方
不注意

平成28年
10月28日

神奈川県
横浜市

軽トラックが集団登校中の児童の列に突っ込み、男児１人が
死亡、８人が重軽傷

認知症の疑い
※運転者：87歳

平成28年
11月2日

千葉県
八街市

登校中の小学生の列にトラックが突っ込み、児童４人が負傷
同乗者との会話による前方
不注意



交通事故の現状
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４）近年の事故発生状況（高齢者）
発生日 場所 概要 運転者の年齢

平成27年
7月13日

静岡県
浜松市

軽乗用車が東名高速を逆走してバイクと正面衝突し、軽乗用車とバイクの
運転手２人が死亡

７４歳

平成27年
9月14日

長野県
千曲市

乗用車が長野自動車道を逆走して大型トラックと衝突し、乗用車の男性が死亡 ８２歳

平成27年
10月28日

宮崎県
宮崎市

乗用車が歩道に進入・暴走し、通行人の女性２人が死亡、４人が重軽傷 ７３歳

平成27年
10月31日

愛知県
知立市

和菓子店にワゴン車が突っ込み、客や店員１２人が重軽傷 ７６歳

平成28年
3月3日

群馬県
高崎市

乗用車が集団登校中の児童の列に突っ込み、男児１人が死亡、１人が軽傷 ７３歳

平成28年
7月7日

岡山県
倉敷市

乗用車が山陽自動車道を逆走し、大型トラックと正面衝突し、乗用車を
運転していた女性が死亡

６９歳

平成28年
11月10日

栃木県
下野市

病院の駐車場を出た乗用車が暴走し、病院の正面玄関付近に突っ込み、
近くの歩行者３名を巻き込み、80代女性１人が死亡

８４歳

平成28年
11月12日

東京都
立川市

病院敷地内の駐車場から出る際に料金所の開閉式のバーを押しのけて直進し、
車道と植え込みを突っ切って歩道に乗り上げ、30代男女２人が死亡

８３歳

平成28年
11月13日

東京都
小金井市

交差点内の横断歩道上を通行中に、対向してきた乗用車が左折する際にはね、
60代女性１人が死亡

８２歳

平成28年
11月14日

茨城県
つくば市

十字路で軽トラックと軽自動車が出合い頭に衝突し、軽自動車が反対車線に
横転して別方向から来たワンボックスカーと衝突し、軽乗用車運転手１人が死亡

７７歳

※平成27年における免許返納者は約１２万４０００人（７５歳以上の免許保有者約４８０万人）



今後の生活道路対策について
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５）道路の機能分化と生活道路の安全の推進

（第53回基本政策部会資料（H27.12.14）より）



【従来】対症療法型対策

30 km/h超過割合
40 %未満
60 %未満
80 %未満
80 %以上

ビッグ
データ
分析
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６）ビッグデータを活用した科学的な交通安全対策

ビッグデータを活用することで、従来の対症療法型対策ではなく、急所を
事前に特定し、予防的に効果的な対策を検討することが可能

【今後】急所を事前に特定し、予防対策
×：交通事故発生地点

今後の生活道路対策について

×：急減速発生地点
×：交通事故発生地点



出典）交通事故データ（Ｈ25年）

狭さくハンプ

衝突速度が30km/hを下回ると致死率が
大幅に低下
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６）ビッグデータを活用した科学的な交通安全対策

走行経路のデータを活用して、生活道路内に高い速度で走行している区
間を特定し、速度低減策を実施

■速度低減策事例

今後の生活道路対策について

■衝突時の走行速度と致死率■生活道路の走行速度分析事例

出典：速度規制の目的と現状（警察庁交通局）

面的に速度が
高い区間が点在

３６％

２０％

２４％

１２％

９％

30km/h超過
約４割
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６）ビッグデータを活用した科学的な交通安全対策

挙動履歴のデータを活用して、生活道路内で急減速等のヒヤリハットが
発生しており、潜在的に危険性の高い箇所を抽出し、対策を実施

今後の生活道路対策について

×：急減速発生地点
×：交通事故発生地点

○一般乗用車の場合、-0.4Ｇで急ブレーキ
○営業車の場合は、-0.3Ｇで急ブレーキ
（不快に感じる加速度、安全性を重視した加速度と理解される）

■生活道路の急減速分析事例

通過交通が多く
路線全体で
急減速が多発

歩行者自転車
に関する事故が
面的に点在

■急減速挙動の閾値（-0.3Ｇ）

出典：運転免許技能試験に係る採点基準の運用の標準について
（平成26年4月10日付警察庁運発第43号）

■急減速挙動と死傷事故件数の関係

出典：国土交通省 中部地方整備局発表論文（土木計画学研究・論文集第29巻）
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６）ビッグデータを活用した科学的な交通安全対策

重大事故１件の背景には、軽微な事故が２９件、「ヒヤリハット」が３００
件発生（ハインリッヒの法則）

事故の予防保全に向け、ビッグデータを活用し「ヒヤリハット」を効率的に
把握

今後の生活道路対策について

■ハインリッヒの法則

１

２９

３００

１件の重大な事故

２９件の軽微な事故

３００件の
ヒヤリハット

×：急減速発生地点
×：交通事故発生地点

通過交通が多く
路線全体で
急減速が多発
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今後の生活道路対策について

７）道路関係予算概要（平成２８年度）

生活道路対策は、道路関係予算の重点化を図る分野の一つに

■社会資本整備総合交付金等

※出典：平成28年度道路関係予算概要（平成28年1月）
○通学路等の生活空間における安全・安心の確保
・歩行空間の確保等の通学路における交通安全対策 等

国民の命と暮らしを守るインフラ再構築、生活空間の安
全確保に資する事業に特化した防災・安全交付金によ
り、以下の取組に対して、重点的に支援を実施します。



■第10次交通安全基本計画【抜粋】

＜交通安全基本計画における目標＞

さらに、諸外国と比べて死者数の構成率
が高い歩行中及び自転車乗用中の死者数に
ついても、道路交通事故死者数全体の減少
割合以上の割合で減少させることを目指す
ものとする。
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今後の生活道路対策について

８）上位計画

交通安全基本計画で「歩行中及び自転車乗用中死者数削減」が目標と
して記載されるとともに、社会資本整備重点計画においても「生活道路
におけるハンプの設置等による死傷事故抑止率」が指標として設定

■第四次社重計画での交通安全指標

○幹線道路の事故危険箇所における
死傷事故抑止率

【H26年比 約３割抑止（H32年）】

○生活道路におけるハンプの設置等による
死傷事故抑止率

【H26年比 約３割抑止（H32年）】

○通学路※における歩道等の整備率
【H25年度 54％→H32年度 65％】

今回から新たに追加

※交通安全施設等整備事業の推進に関する法律第３条で指定された
道路における通学路

○H32年までに24時間死者数を2,500人以下
○世界一安全な道路交通を実現
○H32年までに死傷者数を50万人以下



○各市町村に生活道路の死傷事故に関する
メッシュデータ等を提供、対策候補抽出を依頼

・道路、交通、沿道土地利用の状況
・ゾーン30の指定状況
・通学路の交通安全確保の推進体制

○各市町村において、地域の実情を踏まえて
対策候補エリアを抽出し、関係機関と調整

（通学路の交通安全確保の推進体制等の活用）○地域協働による推進体制の構築

死傷事故件数

県平均10倍以上

県平均3倍以上

県平均以上

県平均未満

■地域協働による推進体制の構築

■死傷事故に関するメッシュデータ■生活道路の対策エリアの取組フロー

・ビッグデータによるエリア分析
・有識者による技術的助言

○技術的支援（国）
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今後の生活道路対策について

９）生活道路の対策エリアの進め方

道路管理者 警察

自治会、PTA等

【H27.9～】H26年事故データの整理

【H27.12～】対策候補エリアの検討

【H28.3】対策エリアの登録

【H28.4～】対策の立案・実施・評価

（以降継続的に登録予定）



■ビッグデータによる分析イメージ（国）
◇対策エリアについて、市町村からの要請に応じ、
有識者等を紹介

現地診断の試行状況（H27.8 岡山市内）

面的に速度が
高い区間が
点在

20 km/h
未満, 
36.2%

30 km/h
未満, 
19.5%

40 km/h
未満, 
24.0%

50 km/h
未満, 
11.7%

50 km/h
以上, 
8.6%

＜30km/h速度超過割合図＞

30km/h超過
約４割

歩行者自転車
事故が面的に
点在

通過交通が多く
路線全体で急減速が多発

×：交通事故

×：急減速挙動

：40km/h以上
規制速度区間

：対策候補
エリア

＜事故・急減速位置図＞

◇エリアの分析
◇交通安全診断

◇交通安全診断の試行

■有識者等による技術的助言
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今後の生活道路対策について

９）生活道路の対策エリアの進め方（技術的支援）

全都道府県で延べ約90人配置完了
（平成27年11月現在）

国、有識者等

都道府県道路交通環境
安全推進連絡会議等

市町村要請

助言



スムース歩道 狭さく シケインライジングボラード

進入抑制策

速度低減策

歩行者・自転車の空間
を優先確保する対策

凸部（ハンプ）

（イメージ）

生活道路は歩行者と
自転車のための空間へ

バス路線

バス路線

（京都府京都市） 歩行者自転車用柵 18

今後の生活道路対策について

１０）生活道路対策エリアのイメージ
進入口を入りにくくする（進入抑制策） 走行速度を抑制する（速度低減策）

歩行者・自転車の幅員を優先して確保する 危険箇所を対策する

ゾーン３０
（都道府県公安委員会）



■凸部（ハンプ） ■狭さく ■ライジングボラード

出典：新潟市資料

ライジングボラード

■生活道路用防護柵
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今後の生活道路対策について

１１）｢生活道路の新仕様｣の標準化

生活道路対策に関する技術基準や事例集等を発出

○凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基準
（H28.3.31局長通達）
○ライジングボラード事例集２０１６
（H28.5.25事務連絡）



■岐阜県大垣市内の実証実験事例
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１１）｢生活道路の新仕様｣の標準化（レンタルハンプ）

今後の生活道路対策について

ハンプによる騒音や振動を懸念する地域の声に対して、仮設ハンプ設置
による実証実験も効果的（希望に応じてハンプのレンタルも可能）

実施日 ：H28.2.29～H28.3.4
実施場所：大垣市内の市道２箇所
実験結果（大垣市北地区）：
速度：約17㎞/h低減
騒音：昼夜ともに低減
振動：昼間に若干増加（影響なし）



出典：ソフトライジングボラード 導入ガイドライン 2015（国際交通安全学会）

ドイツ レラハ市（通学路）

バス、タクシー
のみ通行可
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今後の生活道路対策について

１１）｢生活道路の新仕様｣の標準化（ライジングボラード）

新潟市ふるまちモール

◇商店街の入り口にライジングボラードを設置し、
通行規制時間における車両進入を物理的に制限

・規制時間：
12：00～翌8：00
・通行許可車両は
リモコン操作にて
下降させ通行

リモコン

欧州では多くのライジングボラードが公道上に設置
日本では新潟市で本格運用を平成26年８月から開始し、効果を発揮

スクールバス、
沿道居住者、
業者車両
のみ通行可

イギリス ケンブリッジ市（歴史的中心市街地）

■欧州での事例 ■新潟市での事例

ライジングボラードの運用



○平成２４年４月以降、京都府亀岡市などで
相次いで登下校中の児童生徒等が巻き
込まれる交通事故が発生

○道路管理者、学校・教育委員会、警察、
ＰＴＡ等による通学路の緊急合同点検実施

①緊急合同点検の結果
（平成24年11月30日現在）

危険箇所の抽出

対策案の策定

対策必要箇所の抽出

国土交通省、文部科学省、警察庁より
緊急合同点検の取り組みを要請
（平成24年5月30日）

学校、PTAが抽出

関係省庁副大臣会議（平成24年5月28日）

学校、道路管理者、警
察等による合同点検

対策の実施

地元との調整等を踏まえ平成24年度から順次実施

②対策必要箇所の内訳及び対策状況
(平成26年度末時点）

○対策必要箇所数：74,483箇所
（66,404箇所対策済）

・道路管理者による対策：45,060箇所（38,977箇所対策済）
・学校等による対策 ：29,586箇所（29,107箇所対策済）
・警察による対策 ：19,715箇所（18,939箇所対策済） 22

今後の生活道路対策について

１２）通学路の交通安全対策（合同点検）

■通学路緊急合同点検の実施フロー

○緊急合同点検実施学校数 ：20,160校
○緊急合同点検実施箇所数 ：80,161箇所
○対策必要箇所数 ：74,483箇所



緊
急
合
同
点
検
要
請

緊
急
合
同
点
検
実
施

Ｈ２４．５ Ｈ２４．８

対
策
一
覧
表
・箇
所
図
作
成

Ｈ２４．１１

今
後
の
取
組

通
知

Ｈ２５．５

「通
学
路
交
通
安
全

プ
ロ
グ
ラ
ム
」の
策
定

（今
後
の
取
組
の
具
体
化
）

Ｈ２５．１２ 持
続
的
な
通
学
路
の

安
全
確
保
の
実
現

緊急合同点検の実施

緊急合同点検

対策実施

対策立案

［プログラムの内容］ ※市町村ごとに策定

①推進体制の構築
②定期的な合同点検の実施方針
③効果把握等による対策の改善・充実

効
果
把
握
等
に
よ
る

対
策
の
改
善
・
充
実

○合同点検の実施など

継続的な取組を推進

○推進体制の構築

国からの要請（全国一斉点検）
Ｈ２４．５

継続的な取組 通知
Ｈ２５．５

通学路交通安全プログラム策定 通知

地域ごとの取組

Ｈ２５．１２

定期的な合同点検の実施

定期的な合同点検

対策実施

対策立案

23

今後の生活道路対策について

１２）通学路の交通安全対策（合同点検）

持続的な通学路の安全確保を図るため、市町村毎に「通学路交通安全
プログラム」を策定



24

ETC2.0プローブ情報の取得状況

１）経路情報システムの設置位置

収集システム
統合システム

ETC2.0
プローブ情報

※経路情報収集装置：ITSスポットの機能のうち情報提供機能がなく、
経路情報の収集機能のみ有した路側機

ITSスポット

経路情報収集装置

経路情報収集装置を直轄国道に整備し、一般道のデータ量が増大

◆路側機
・九州内で高速道路上にITSスポットを95箇所
整備（H23.3）、直轄国道にも経路情報収集
装置を234箇所整備済（H27.8）
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ETC2.0プローブ情報の取得状況

２）ETC2.0対応車載器の普及状況（全国）

高級車（レクサス、ベンツなど）を中心に標準装備化が進み、普及が加速
2016年10月末時点で累計普及台数は約108万台（福岡県約6.5万台）

2016年10月末時点
普及率：２．１％
（福岡県：１．８％）

※普及率はＨ28.10末時点のセットアップ数をＨ28.8末時点の
４輪車台数で除して算定
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ETC2.0プローブ情報の取得状況

３）福岡県内のデータ取得状況

出典：ETC2.0プローブ情報（H27.9）、全日昼間12時間、センサス対象道路以上のDRMリンク別方向別の合計取得件数
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高速道路

都市高速

直轄国道

補助国道

主要地方道

一般県道

200件/12h以上

■情報取得件数

■道路種別別延長シェア 出典：ETC2.0プローブ情報（全日昼間12時間）

100～200件/12h
50～100件/12h
20～50件/12h
10～20件/12h
10件/12h未満
未取得
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ETC2.0プローブ情報の取得状況

３）福岡県内のデータ取得状況

北九州市

２

３

10

201

10

201

10

200

200
200

３

３

主要渋滞箇所（直轄国道）

200件/12h以上
100～200件/12h
50～100件/12h
20～50件/12h
10～20件/12h
10件/12h未満

：経路情報収集装置

対象期間：H27.9（平日昼間12時間合計）
対象道路：Ｈ22センサス対象路線
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ETC2.0プローブ情報の取得状況

福岡市

主要渋滞箇所（直轄国道）

200件/12h以上
100～200件/12h
50～100件/12h
20～50件/12h
10～20件/12h
10件/12h未満

：経路情報収集装置

対象期間：H27.9（平日昼間12時間合計）
対象道路：Ｈ22センサス対象路線

３

３

３

201

３
202

202202

202

202

202

新宮町緑ケ浜地区



ETC2.0プローブ情報の取得状況
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飯塚市
10

10

10

201

201 201

201

主要渋滞箇所（直轄国道）

200件/12h以上
100～200件/12h
50～100件/12h
20～50件/12h
10～20件/12h
10件/12h未満

：経路情報収集装置

対象期間：H27.9（平日昼間12時間合計）
対象道路：Ｈ22センサス対象路線



ETC2.0プローブ情報の取得状況
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久留米市

34

209

３

34

３

210

210

209

208

主要渋滞箇所（直轄国道）

200件/12h以上
100～200件/12h
50～100件/12h
20～50件/12h
10～20件/12h
10件/12h未満

：経路情報収集装置

対象期間：H27.9（平日昼間12時間合計）
対象道路：Ｈ22センサス対象路線



ETC2.0プローブ情報の取得状況
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大牟田市

荒尾市

208

208

208

209

208

208

208

208

３

３

３

主要渋滞箇所（直轄国道）

200件/12h以上
100～200件/12h
50～100件/12h
20～50件/12h
10～20件/12h
10件/12h未満

：経路情報収集装置

対象期間：H27.9（平日昼間12時間合計）
対象道路：Ｈ22センサス対象路線
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高速＋直轄国道の延長（km）

福岡市博多区

福岡市東区

北九州市八幡西区

久留米市

北九州市小倉南区福岡市中央区

北九州市小倉北区

糸島市

飯塚市

みやま市
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ETC2.0プローブ情報の取得状況

４）市町村別のデータ取得状況

0 200 400 600 800

北九州市門司区

北九州市若松区

北九州市戸畑区

北九州市小倉北区

北九州市小倉南区

北九州市八幡東区

北九州市八幡西区

福岡市東区

福岡市博多区

福岡市中央区

福岡市南区

福岡市西区

福岡市城南区

福岡市早良区

大牟田市

久留米市

直方市

飯塚市

田川市

柳川市

八女市

筑後市

大川市

行橋市

豊前市

中間市

小郡市

筑紫野市

春日市

大野城市

宗像市

太宰府市

古賀市

福津市

うきは市

宮若市

高速・都市高速
一般国道
主要地方道
県道・指定市道

0 200 400 600 800

嘉麻市

朝倉市

みやま市

糸島市

筑紫郡那珂川町

糟屋郡宇美町

糟屋郡篠栗町

糟屋郡志免町

糟屋郡須恵町

糟屋郡新宮町

糟屋郡久山町

糟屋郡粕屋町

遠賀郡芦屋町

遠賀郡水巻町

遠賀郡岡垣町

遠賀郡遠賀町

鞍手郡小竹町

鞍手郡鞍手町

嘉穂郡桂川町

朝倉郡筑前町

朝倉郡東峰村

三井郡大刀洗町

三潴郡大木町

八女郡広川町

田川郡香春町

田川郡添田町

田川郡糸田町

田川郡川崎町

田川郡大任町

田川郡赤村

田川郡福智町

京都郡苅田町

京都郡みやこ町

築上郡吉富町

築上郡上毛町

築上郡築上町

高速・都市高速
一般国道
主要地方道
県道・指定市道

経路情報収集装置が直轄国道以上に設置されており、地域毎でデータ
量の濃淡があるため、傾向は把握できるが実査による検証が有効

出典：ETC2.0プローブ情報（H27.9）、H22道路交通センサス

■市区町村別道路種別別取得件数 ■取得件数と直轄以上の道路延長

対象道路延長と
取得件数は比例関係



1%
0.4%

4%
6%

7%
1%

15%

66%

38%

9%
25%

7%

4%
2%
8%
6%
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ETC2.0プローブ情報の取得状況

５）生活道路のデータ取得状況

生活道路（W=5.5m未満）は福岡県の道路の約７割を占める
一方、ETC2.0プローブ情報の取得件数は１割未満（約６％）

出典：ETC2.0プローブ情報（H28.4、N=2.9百万レコード）

■道路種別別の経路情報レコード数

生活道路
（W=5.5m以上）

生活道路（W=5.5m未満）

政令指定市道

一般県道

主要地方道

国道

都市高速道路

高速道路

福岡県
ETC2.0プローブ情報
経路情報レコード数

福岡県
道路種別別
延長

（L=2.7万km）

■道路種別別の延長

出典：幹線道路はＨ22センサス、生活道路は道路統計年報（2015）

※自動車交通不能区間除く

生活道路
（W=5.5m以上）

生活道路
（W=5.5m未満）

政令指定市道

一般県道

主要地方道

国道

都市高速道路
高速道路
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新宮北
小学校

対象箇所

出典：国土地理院図（電子国土 2007撮影）

戸建て住宅が
整備済み

新宮町緑ケ浜地区の通過交通分析結果

１）新宮町緑ケ浜地区の位置

通学路
分析エリア



新宮町緑ケ浜地区の通過交通分析結果
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495

495

■ヒヤリ・ハット（急減速）発生箇所 ■地区内走行車両の走行速度

分析エリア

２）ＥＴＣ２．０プローブ情報を用いた分析結果（急減速・走行速度）

495

495

データ：ETC2.0プローブ情報 （H27.4～H27.11 昼間12時間）

ヒヤリ・ハット箇所

-0.3G以下

※30km/h以上を表示

車両走行速度

30～40km/h
40～50km/h
50km/h以上

分析エリア
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■緑ケ浜地区を通過する車両の経路図
経路①

経路②

経路③

経路④

経路⑤

経路⑥

経路⑦

経路⑧

経路⑨

経路⑩

経路⑪

経路⑫

495 495

495 495

経路NO 通過台数

経路① 35%
経路② 26%
経路③ 12%
経路④ 7%
経路⑤ 5%
経路⑥ 2%
経路⑦ 2%
経路⑧ 2%
経路⑨ 2%
経路⑩ 2%
経路⑪ 2%
経路⑫ 2%
合計 100%

データ：ETC2.0プローブ情報
（H27.4～H27.11 昼間12時間）

発着車両
87%

通過車両
13%

約５割が
地区中央
を通過

住宅地内に用事の無い
通過車両が存在

新宮町緑ケ浜地区の通過交通分析結果

２）ＥＴＣ２．０プローブ情報を用いた分析結果（通過交通）

分析エリア
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地点２→５→１経路

77.5%

その他経路

22.5%

福岡市方面

への通過

（N=102）

地点１→５→２経路

92.7%

その他経路

7.3%

福岡市方面

からの通過

（N=205）

地区内通過

85%

地区内発着

15%

福岡市方面

からの流入

（N=240）

至

福
岡
市

至 福岡市

至 古賀市

地区内通過

41%

地区内発着

59%

福岡市方面

への流出

（N=250）

資料：H28.7.1調査結果（7-9時）

地点１

方向①

方向②

【方向①】福岡市方面からの流入

【方向②】福岡市方面への流出

：緑ケ浜地区

地点５

地点２

新宮北
小学校

新宮町緑ケ浜地区の通過交通分析結果

３）実態調査による通過交通分析結果

朝ピーク時において、方向①の約９割、方向②の約４割は通過交通
通過交通の８割以上は、地点１⇔５⇔２を通過する経路を利用

■通過交通割合と利用経路



１）現地状況
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至 福岡市

至 古賀市

調査日：H28.7.1（7-9時）

：通過車両の主な経路
：通学路

歩車区分がない生活道路に、
連担して走行する通過交通

小学生や自転車と錯綜する通過交通

通過交通同士の離合と歩行者の錯綜連担する通過交通と中学生との錯綜

生活道路対策の検討
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対策区間は単路部のため「凸部」「狭窄部」を対策メニューとして選定

■対策メニュー（凸部）の種類と選定

資料：凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基準について

生活道路対策の検討

２）対策案検討
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平坦部を含め６ｍ程度必要

生活道路対策の検討

資料：凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基準について

凸部は平坦部で長さ２ｍ以上が標準であり、前後区間の擦り付け部を
踏まえると区間長が６ｍ程度確保できる場所を候補箇所に設定

■凸部の構造
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狭窄部は狭小な幅員区間と前後の擦り付け部が必要であるため、区間
長が６ｍ程度確保できる場所を候補箇所に設定

狭窄区間と前後の擦り付け区間が必要

生活道路対策の検討

資料：凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基準について

■狭窄部の構造
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①交差点中心から
１５ｍ程度離れた距離

②車両出入口、玄関口、
勝手口の前面は対象外

①②に該当しない箇所を
対策候補箇所に設定

生活道路対策の検討

特定方向に対する速度抑制のため、交差点中心から15m以上を確保
生活活動への影響を考慮し、沿線家屋の車庫や玄関口・勝手口を除外

■対象区間における凸部、狭窄部の設置候補箇所 ■必要距離

資料：凸部、狭窄部及び屈曲部の
設置に関する技術基準について
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凸部（ハンプ）設置イメージ

狭さく設置イメージ スムース歩道設置イメージ

【速度低減対策】
■単路区間に凸部（ハンプ）設置
■緑ケ浜児童公園付近に狭さく部設置

生活道路対策の検討

速度低減対策３箇所、進入抑制対策２箇所を検討

【進入抑制対策】
■古賀市側入口部にスムース歩道設置

進入抑制対策 進入抑制対策

速度低減対策（ハンプ）

速度低減対策（狭さく）
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生活道路対策の検討

今年度は先行的に速度低減対策としてモバイルハンプ設置による試行
運用（実証実験）を行い、対策効果及び対策実施による影響を把握

３）モバイルハンプ設置

■モバイルハンプ設置箇所

設置箇所

■軌跡図

■平面図

■横断図
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対策効果及び対策実施による影響把握を目的とした実証実験を実施中

モバイルハンプ設置による試行運用

１）実証実験の実施

■実証実験告知看板



６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

上
旬

中
旬

下
旬

上
旬

中
旬

下
旬

上
旬

中
旬

下
旬

上
旬

中
旬

下
旬

上
旬

中
旬

下
旬

上
旬

中
旬

下
旬

上
旬

中
旬

下
旬

交通状況分析
（ETC2.0プローブ）

事前調査
（通過交通、騒音・振動）

関係機関協議・調整

実証実験実施
（モバイルハンプ設置）

事後調査①
（通過交通、騒音・振動）

事後調査②
（住民アンケート）

対策効果分析

46

モバイルハンプ設置による試行運用

２）実証実験の実施スケジュール

10月24日設置

通過交通調査 騒音・振動調査

通過交通調査 騒音・振動調査

12月8日撤去予定
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モバイルハンプ設置による試行運用

３）実証実験による対策効果（速報）

実

験

前

実

験

中

実験前はH28.7.1、実験中はH28.10.31
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30km/h超過

50%

30km/h未満

50% 福岡市方面

からの流入

（N=143）

30km/h超過

29%

30km/h未満

71%

福岡市方面

への流出

（N=85）

30km/h超過

61%

30km/h未満

39% 福岡市方面

からの流入

（N=121）

30km/h超過

53%

30km/h未満

47% 福岡市方面

への流出

（N=81）

：緑ケ浜地区
：通学路

至 福岡市

Ａ-Ｅ区間

方向①

方向②

L=25.5m L=17.5m L=84.0m L=27.0m L=14.0m

モバイルハンプ設置による試行運用

モバイルハンプ設置後、調査区間での30km/h超過車両は１～２割減少

３）実証実験による対策効果（速報）

【方向①】福岡市方面からの流入

【方向②】福岡市方面への流出

■A-E区間の30km/h超過車両の割合
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速度

進行方向

進行方向

■区間別の走行速度（85パーセンタイル値の速度）

至 古賀市

モバイルハンプ
設置箇所

※走行速度は、単独走行の車両又は車群の先頭車両を対象に計測

約１割減少

約２割減少

資料：実験前はH28.7.1（7-9時）、実験中はH28.10.31（7-9時）

方向①

方向②



モバイルハンプ設置による試行運用

モバイルハンプ設置により走行速度が低下したことで、騒音の等価騒音
レベルは昼間：2.6dB/夜間：4.9dB、最大騒音レベルは昼間：6.0dB/夜
間：11.5dB低減。

振動レベルは大きな変化無し（昼間：0.5dB増/夜間：同値）。

３）実証実験による対策効果（速報）

49

騒音・振動

資料：実験前はH28.10.13～14、実験中はH28.11.7～8（いずれも24時間連続測定）
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【注意】

実験中の13時・15時は隣家
で剪定作業のため欠測
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モバイルハンプ設置による試行運用

モバイルハンプ設置後、緑ケ浜地区内を走行する通過交通の割合に大き
な変化なし

３）実証実験による対策効果（速報）

至

福
岡
市

至 福岡市

至 古賀市

資料：実験前はH28.7.1（7-9時）、実験中はH28.10.31（7-9時）

地点１

方向①

方向②

【方向①】福岡市方面からの流入

【方向②】福岡市方面への流出

：緑ケ浜地区

新宮北
小学校

■地点１断面の交通特性

交通量

地区内

通過

85%

地区内

発着

15%

福岡市方面

からの流入

（N=240）

地区内

通過

41%地区内

発着

59%

福岡市方面

への流出

（N=250）

地区内

通過

43%地区内

発着

57%

福岡市方面

への流出

（N=252）

地区内

通過

81%

地区内

発着

19%

福岡市方面

からの流入

（N=256） 地点５

地点２
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モバイルハンプ設置による試行運用

モバイルハンプ設置後、地点１⇔５⇔２の経路を利用する通過交通の台
数に大きな変化なし

３）実証実験による対策効果（速報）

至

福
岡
市

至 福岡市

至 古賀市

資料：実験前はH28.7.1（7-9時）、実験中はH28.10.31（7-9時）

【方向①】福岡市方面からの流入

【方向②】福岡市方面への流出

：緑ケ浜地区

新宮北
小学校

■地点１⇔５⇔２を通過する台数

交通量

190 186

100

150

200

250

実験前 実験中

通
過
台
数
（
台
/
2
ｈ
）

79 81

0

50

100

150

実験前 実験中

通
過
台
数
（
台
/
2
ｈ
）

地点１

方向①

方向②
地点５

地点２

※今後、ＥＴＣ２．０プローブ情報を用いて検証予定



52

モバイルハンプ設置による試行運用

横断勾配が４％以上の拝みとなっている箇所への設置は、メーカーに要
確認

事前にハンプ設置を周知する予告看板等の標識を設置

４）モバイルハンプ設置時の留意事項

■拝み勾配箇所への設置

１ｍ

３ｍ

３ｍ

４ｍ

●W550×H1400・枠1580mm

【実証実験時】

■周知用の予告看板

【本格実施時】

段差注意

【設置困難（メーカーに要確認）】

【設置可能】

設置幅が３ｍかつ拝み
勾配４％以上の区間

勾配が４％未満又は
設置幅が４ｍの区間
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モバイルハンプ設置による試行運用

勾配が急な箇所及び積雪・寒冷地域への設置はハンプの勾配に留意

５）ハンプ設置時の留意事項

■縦断勾配がある箇所への設置

【縦断勾配が平坦な場合】

縦断勾配３％にハンプの勾配８％
が加わり、急な勾配（１１％）となる
ため留意が必要

０％

【縦断勾配が３％の場合】

０％



Ｅ Ｎ Ｄ
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